
６款　農林水産業費

49 担当課 …
事業費…2,426千円　　　　　　　 予算書 …
（県2,426千円）　　　　　　　　　　

50 担当課 …
事業費…16,502千円　　　　　　　　　　　　　　　 予算書 …
（県2,299千円　一般財源14,203千円）　　　　　　

農業委員会事務局

６次産業推進室

Ｐ103

Ｐ105　～　Ｐ107

機構集積支援事業　　　　　　　　　

６次産業推進事業

    市内の農林水産物を活かして、6次産業化（生産・加工・販売まで）する事業者を支援し、産業力の向上と地

域活性化を推進します。 

    主な取り組みとして、市6次産業活性化委員会を中心に、1次・2次・3次産業の関係者を集めた市6次産業推

進交流会を開催し、各産業の情報交換や交流を行うとともに、商談会の場を提供し、販路開拓を図ります。 

    また、6次産業に係る商品開発や各種申請、販路開拓等専門的分野の勉強会を開催します。 

    今年度は、積極的な商談会や催事の参加により、玉名市6次産業推奨品のＰＲや販路拡大を図ってまいりま

す。 

交流会の様子 展示商談会の様子 

    農業従事者の高齢化、担い手の減少、耕作放棄地の増加やＴＰＰ参加問題で、国内の食料供給力の強化が

緊急の課題となっています。そこで、農業生産の重要な基盤である農地を確保し、これを最大限に活用する観

点から、平成21年12月に改正農地法が施行され、農地の賃借規制の見直しや、農地の面的集積を推進する内

容が示されました。 

    本事業は新しい農地制度を円滑に実施するための事業です。農地の利用状況を調査し、出し手（出したい・売

りたい）と受け手（借りたい・買いたい）の意向を元に、農業の担い手へ有効な農地集積を図ります。 また、平成

26年度からは、新たに耕作放棄地の所有者の意志確認、権利調査支援、農地基本台帳の電子化・地図化を実

施しています。 
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６款　農林水産業費

51 担当課 …
事業費…2,650千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 予算書 …
（県1,537千円　一般財源1,113千円）　　

52 担当課 …
事業費…106,801千円 予算書 …
（県106,801千円）

　

農林水産政策課

農林水産政策課
Ｐ107

Ｐ107

環境にやさしい農業の推進　　　　　　　　　

農地中間管理事業

    畜産農家と米や野菜などを栽培している農家との連携によ

る堆肥の有効利用を行うなど、環境にやさしい農業の取り組

みを推進します。 

    ハウス園芸など、農業を営むことによって発生する農業用廃

プラスチック等は、毎年多量に排出されており、現在、農協を

中心とした地域的な回収体制のもと再生処理(リサイクル化)を

基本に処理が行われています。今後も引き続き適正処理に向

けた取り組みを推進します。 
  

◇事業内容 

・環境保全型農業直接支払交付金 2,050千円 

 （国1,025千円、県512千円、市513千円） 

 目的：環境保全効果の高い営農活動農業者への支援 

  補助額：国4千円/10a、県2千円/10a、市2千円/10a 

  補助額(堆肥):国2.2千円/10ａ、県1.1千円/10ａ、市1.1千円 

・農業用廃プラスチック類処理対策協議会負担金 600千円 

 目的：農業用廃プラスチック類の適正処理の推進 

  負担額：市600千円 

廃プラ回収 

    農地の利用の効率化と高度化を促進するため、新たに「農

地中間管理事業」を創設し、農地の中間的受け皿として「農

地中間管理機構」が設立されました。その「管理機構」が小規

模農地を借り受け、地域農業の中心となる担い手農家へまと

めて貸し付けることで、農地の集積・集約化を推進し農地の

有効利用の継続や農業経営の効率化の支援を行います。  

                                  

◇事業内容                          

    ･経営転換協力補助金  7,500千円 

        経営転換、リタイアする農業者が「機構」に貸し付けた場 

        合の支援 

    ・耕作者集積協力補助金  46,128千円 

        農地の集積・集約化に協力する場合の支援 

    ・地域集積協力金  53,173千円 

          「地域」内の農地の一定割合以上が「機構」に貸し付け 

         られた場合の支援 
 

地元説明会 
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６款　農林水産業費

53 担当課 …
事業費…42,750千円 予算書 …
（県42,750千円　）

54 担当課 …
事業費…7,703千円 予算書 … Ｐ
（県4,827千円　一般財源2,876千円）

主要農産物の生産向上
107

農林水産政策課

Ｐ107
農林水産政策課地域農業経営安定推進事業　　　　　　　　　

    地域農業の将来を考え、将来像を描く「人・農地プラ

ン」を作成し、その中で地域農業の中心となる経営体

（認定農業者・農業法人等）の確保や、その農業者への

農地集積に必要な取り組みを支援します。 

    また、新規就農者への支援として、自ら独立して農業

経営を開始する45歳未満の人に最長5年間で年間150

万円給付します。 

◇事業内容 

  ・新規就農総合支援事業補助金 42,750千円 

   

    本市の中山間に位置する地域に対して、耕作放棄地の発生を防止し、多面的機能の確保を図る観点から、農

業生産条件の不利を修正する中山間地域等直接支払交付金を交付します。  

    産業祭については、農業の先進市としての農水産物をはじめ、多方面で活躍する商工業、観光を市内外にＰＲ

し産業の持続的な発展の推進を図ります。 
 

◇事業内容 

    ・中山間地域等直接支払制度 6,703千円 

        急傾斜地（田 10ａ/21千円、畑 10ａ/11.5千円） 

        緩傾斜地（田 10ａ/ 8千円、畑 10ａ/ 3.5千円） 

    ・市産業祭補助金 1,000千円 

        本市の農林水産業、商工観光業をＰＲするため、毎年、玉名市産業祭を開催し、特産品の販売や収穫体験、 

        ステージイベント等を行います。産業祭は市と各産業の関係団体で構成する実行委員会が主催し、市から 

        実行委員会に対して、イベント開催に必要な費用を補助します。 

地元説明会 

玉名市産業祭～キラリかがやけ玉名フェスタ～ 
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６款　農林水産業費

55 担当課 …
事業費…739千円 予算書 …
（一般財源739千円）

56 担当課 …
事業費…742,708千円 予算書 …
（県711,585千円　一般財源31,123千円）

農林水産政策課

農林水産政策課

Ｐ108　～　Ｐ109

Ｐ107　～　Ｐ111

畜産の振興

新たな経営安定対策への取組み　　　　　　　　　

    「新たな経営安定対策」への積極的な取り組みを推進するため、地域の担い手として認定農業者、集落営農組

織等の育成・推進を図るとともに、担い手への農地の利用集積、計画的な米政策に関する円滑な推進に取り組

みながら農業経営の安定を支援します。 

    また、農業生産の効率化・省力化等を推進し農業経営の安定を図ることを目的に農業機械を整備しようとする

農業者・生産団体を対象に農業機械等の導入を支援します。 

◇   事業内容 

    ・生産総合（強い農業づくり交付金）事業 601,477千円 

     事業内容：農畜産物の高品質・高付加価値化、低コスト化及び食品流通の合理化等の推進 

    ・担い手育成推進事業 7,635千円 

     事業内容：認定農業者及び集落営農組織の育成・推進 

    ・新需給システム推進事業 3,991千円 

     事業内容：需要に応じた米の計画的生産の推進 

    ・熊本土地利用型農業緊急支援事業 12,285千円 

            事業内容：集落営農組織等の育成のための農業機械施設の整備 

    ・担い手規模拡大事業補助金（市単独補助） 10,000千円 

     目的：認定農業者に農地の集積を図り、生産性の高い農業構造の確立 

     交付対象：5年以上の賃借権設定、借手が市内在住の認定農業者、契約対象面積10a以上 

            補助単価（田・畑）：借手10千円/10a、貸手5千円/10a 

    ・耕作放棄地解消対策事業 1,000千円 

     目的：耕作放棄地の解消による、農業生産力の回復及び農村景観美化の推進 

     市補助単価：10千円／10ａ 

    ・経営所得安定対策推進事業 13,253千円 

     事業内容：経営所得安定対策事業の推進活動や要件確認等 

    ・経営体育成支援交付金 77,147千円 

     事業内容：多様な経営体の育成・確保を図るために必要な農業用機械･施設の整備を支援 

    ・農業後継者育成補助金 920千円 

     事業内容：農業者若手の活動支援 

    ・農業機械等整備事業 15,000千円 

    （果樹関係） 

     補助対象経費：スピードスプレーヤー、スプリンクラー防除施設、静電噴口 

     市補助率：25％以内 

    （施設園芸関係） 

     補助対象経費：防油堤、省力化防除機、ﾊｳｽ自動開閉装置、静電噴口 

     市補助率：防油堤30％、省力化防除機・ﾊｳｽ自動開閉装置25％ 

    （普通作関係） 

     補助対象経費：トラクター、コンバイン、田植機、乗用管理機（防除機） 

     補助率：市25％以内 

◇事業内容 

    ・家畜防疫対策事業補助金 400千円 

        畜産農家が飼養家畜に予防接種をした際の経費 

        を補助します。 

        （補助率は、経費の25％以内） 

    ・防護服購入 303千円  など 
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６款　農林水産業費

57 担当課 …
事業費…3,507千円 予算書 …
（使用料24千円　一般財源3,483千円）

58 担当課 …
事業費…102,994千円 予算書 …
（市債42,700千円　一般財源60,294千円）

59 担当課 …
事業費…15,400千円 予算書 …
（県15,400千円）

農地整備課

農地整備課

農林水産政策課
Ｐ111　～　Ｐ112

Ｐ113　～　Ｐ114

Ｐ113

松原海岸施設管理・運営事業

市土地改良事業　　　　　　　　　

農村地域防災･減災事業

    農道・農業用用排水路の整備、補修を行います。 

    また、機械の借上、原材料の支給、地元で行う土地改良事業の一部補助を行い、農業生産の向上や農業経

営の安定を図ります。 

◇事業内容 

  ・単市整備事業（工事請負費、借上料、原材料費） 56,000千円 

  ・迫間排水路測量設計委託料 5,584千円 

  ・土地改良事業補助金 31,350千円 

  ・市土地改良区補助金 10,060千円 

   浮田ため池 景観写真 

    明治時代以前より築造された玉名市内の農業用ため

池について、地震や大雨等の災害による堤体決壊が起

きた場合に想定される被害のハザードマップを作成しま

す。 

◇事業内容 

  ハザードマップ作成業務委託料 15,400千円 
 

    本市では農水産業の活性化を促進し地域振興の拠

点とするために岱明磯の里を設置しています。 

    主な事業としては、特産物の展示直売場の提供や各

種イベント開催のための施設提供などを行っています。 

その設置目的の更なる充実のために、民間のノウハウ

や経験などを活かし、安全で質の高いサービスの提供

など利用者の利便性を高め、効率的で円滑な管理運営

ができるよう指定管理者制度を導入しています。 

    平成25年4月1日から祐和會を指定管理者として、平

成30年3月31日までの期間、施設の管理運営を委託し

ています。 
岱明磯の里 
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６款　農林水産業費

60 担当課 …
事業費…170,000千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 予算書 …
（県110,500千円　市債49,500千円　分担金7,350千円　一般財源2,650千円）

61 担当課 …
事業費…660,000千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 予算書 …
（県586,500千円　市債69,800千円　一般財源3,700千円）　

62 担当課 …
事業費…134,709千円 予算書 …
（市債132,600千円　一般財源2,109千円）

Ｐ113

農地整備課

農地整備課

農地整備課

Ｐ113

Ｐ113

集落基盤整備事業

団体営農業農村整備事業

県営土地改良事業

    平成25年度から平成30年度にかけて、本市の生産性の向上に必要な農業生産基盤の整備と併せて、住民

が安心して生活できるよう農業用排水施設整備の排水路6路線（延長L=2,540ｍ）、ため池1箇所）を行っていま

す。 

◇事業内容 

      ・工事請負費   170,000千円 

   排水路：元玉名地区、小島地区、共和地区、伊倉南方地区、立花地区、部田見上地区 

   ため池：浮田ため池 

    熊本県が行う農業農村整備事業の事業費を本市が一部負

担します。負担の割合は事業によって異なりますが、事業費

の5％～25％です。 

    食料を安定的に供給し、農業と農村の健全な発展を図るた

め、農業の生産基盤や農村の生活環境を整備するとともに、

農地や土地改良施設の保全管理を行う事業です。 

◇事業内容 

    ・県営海岸保全施設整備事業負担金     10,850千円 

    ・県営高潮・津波対策事業負担金        1,250千円 

    ・県営湛水防除事業負担金           11,124千円 

    ・県営ため池等整備事業              12,800千円 

    ・県営水田農業経営確立排水対策特別事業負担金  

                                                                                     250千円 

    ・県営基幹水利施設ストックマネジメント事業負担金  

                                                                              98,435千円 
県営湛水防除事業負担金 

横島排水機場外観 

    水はけを良くする、農業施設（地中埋設の暗渠管（ポリエチ

レン管）、田畑周りの排水路）の新設・改良工事を実施すること

により、排水のスムーズ化を図り、農地集積・集約化や農業の

高付加価値化を目指します。 

◇事業内容       

    ・排水路工事5本  210,000千円 

  小浜地区、滑石地区、大栄地区、昭栄地区、新栄地区 

     委託料               30,000千円 

     工事請負費    180,000千円 
 

    ・暗渠排水事業    450,000千円 

     暗渠排水を実施する地元団体組織に対し、国費に 

       より、補助金を交付します。 

       対象面積  市内約 300ｈa  

       補助内容 150,000円/10a（100％国庫補助） 

暗渠排水事業・暗渠管埋設状況 

団体営農業農村整備事業 
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６款　農林水産業費

63 担当課 …
事業費…7,000千円 予算書 …
（市債6,600千円　一般財源400千円）

64 担当課 …
事業費…105,924千円 予算書 …
（県8,052千円　一般財源97,872千円）

65 担当課 …
事業費…244,605千円 予算書 …
（県183,751千円　一般財源60,854千円）

農地整備課

Ｐ113

Ｐ113　～　Ｐ114

Ｐ112、Ｐ114

農地整備課

農地整備課

県営農免道路整備事業負担金　　　　　　　　　　　　　　

排水施設維持管理事業

多面的機能支払交付金事業

    熊本県が行う農免道路整備事業の事業費の10％を本市

が負担します。 

    この事業により農道を整備し、広域流通施設の機能を発

揮させ（流通コストの削減及び高品質農産物の生産による

生産性の向上）、地域農業を活性化させる事業です。  

    国営、県営で造成された排水施設の維持・管理費について、負担及び補助します。 

◇排水施設とその役割 

    当事業において排水施設とは、主に排水機場のことを指し、河川及び排水路の水位のコントロールをして

います。これにより農業を行ううえで不可欠な農業用水を安定的に供給しています。また、大雨等の災害時は

洪水から周辺流域の人々の生命と暮らしを守り、流域の浸水被害を軽減する役割を果たしています。 

◇事業内容 

    ・玉名平野地区湛水防除促進期成会負担金      79,684千円 

    ・適正化事業拠出金      3,347千円 

    ・県営海岸樋門等維持管理事業      1,480千円 

    ・国営造成施設管理事業      16,098千円  など 

横島排水機場外観 

北牟田尾田農免道路 

    農地・農業用水等の資源の日常の保全活動や土地改良施設の補修・更新などに対し支援を行い、施設等の

長寿命化を図ります。            ※事業費負担割合 国50％・県25％・市25％ 

◇事業内容 

    多面的機能支払交付金  243,405千円など 

    ・農地維持支払交付金   86,633千円 

      農地法面の草刈り、水路の泥上げ、農道の砂利補充等の農地・農業施設を共同で管理する活動に支援し 

      ます。 

          補助内容：農振農用地  田10ａ/3,000円  畑10ａ/2,000円 

    ・資源向上支払交付金（資源向上）  46,649千円 

      水路、農道等の軽微な補修や植栽による景観形成などの地域住民と連携した共同活動に支援します。 

          補助内容：農振農用地  田10ａ/2,400円  畑10ａ/1,440円 

    ・資源向上支払交付金（資源向上・長寿命化）  110,123千円 

      水路、農道等の老朽化部分の補修・更新等の活動を支援します。 

          補助内容：農振農用地  田10ａ/4,400円  畑10ａ/2,000円 
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６款　農林水産業費

66 担当課 …
事業費…13,103千円　　　　　　　　　　　 予算書 …
（一般財源13,103千円）　　　　　　

67 担当課 …
事業費…41,226千円 予算書 …
（県13,150千円　市債22,400千円　一般財源5,676千円）　

農地整備課

農地整備課

Ｐ114

Ｐ114　～　Ｐ115

市土地改良施設整備事業

圃場整備事業

    市土地改良区が行った土地改良事業に対し補助します。 

    平成10年度から平成20年度に市土地改良区が融資事業で行った農道整備、用排水路整備事業に関する

償還金の補助を行っています。 

    熊本県が行う農業農村整備事業(※)の事業費を一部

負担します。 

◇事業内容 

    ・県営農山漁村地域整備事業負担金 

      (扇崎･大野下地区)  20,000千円 

    ・県営畑地帯総合整備事業負担金（白浜地区） 

     3,600千円  

    ・高度経営体集積促進事業補助金（烏帽子地区） 

   17,400千円 など 

※農業農村整備事業とは 

食料を安定的に供給し、農業と農村の健全な発展を図

るため、農業の生産基盤や農村の生活環境を整備す

るとともに、農地や土地改良施設の保全管理を行う事

業です。その中の1つに圃場整備事業があり農地や農

業用施設の整備水準を高め農業経営の安定を図りま

す。 

高度経営体集積促進事業補助金 

（烏帽子地区） 
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６款　農林水産業費

68 担当課 …
事業費…6,709千円 予算書 …
（県67千円　一般財源6,642千円）

69 担当課 …
事業費…8,309千円 予算書 …
（県495千円　一般財源7,814千円）

70 担当課 …
事業費…950千円 予算書 …
（一般財源950千円）

農林水産政策課

Ｐ116

Ｐ116　～　Ｐ117

Ｐ118

農林水産政策課

農林水産政策課

内水面漁業の振興

森林の多面的活用と林道整備　　　　　　

有害鳥獣被害対策事業

    森林の防火機能を高めるとともに、森林の多面的活

用を増進するため、林道の維持管理を図ります。中でも

森林基幹道「東部小岱山線」（玉名市富尾～南関町宮

尾間9.5Km）については九州新幹線新玉名駅や南関イ

ンターチェンジへのアクセス道としての機能を発揮して

います。 

    また、小岱山系と金峰山系の美化清掃などの自然保

護活動等に努めます。 

    有害鳥獣による農林業等への被害が拡大しています。

市有害鳥獣捕獲隊と業務委託して、イノシシを始めとす

る有害鳥獣の捕獲に努めます。 

    なお、平成20年度に関係団体による市鳥獣被害防止

対策協議会を設置し、被害防止計画を策定したところで

す。同協議会を事業実施主体として、鳥獣害防止総合

対策事業（交付金事業）にも取り組み、被害地域の実態

に即した、より総合的かつ効果的な被害防止施策の推

進に努めるために、地域での座談会を開催します。 

    また、有害獣の侵入防護柵（電気柵等）整備費の一

部として1/3（上限有）の補助、新たに狩猟免許（ワナ猟）

を取得した方に対する取得費の補助も引き続き行いま

す。 

◇事業内容 

  ・有害鳥獣被害対策業務委託料 2,033千円 

  ・市鳥獣被害防止対策協議会負担金 2,000千円  

  ・有害獣被害防護施設整備事業補助金 1,600千円 

  ・狩猟免許取得費補助金 100千円 など 

    内水面漁業（※）の振興を目指し、稚魚放流事業の取

り組み等を通して、資源の保護・増大を図ります。 

◇事業内容 

    ・稚魚放流事業補助金  950千円 

        目的：菊池川における漁族の保護と水質保全 

        事業主体：菊池川漁業協同組合 

        内容：稚魚放流（鮎、鰻、やまめ、しじみ、手長エビ、 

       すっぽん、もくずカニ、わかさぎ卵、はえ、ふな）及び 

       外来魚駆除 
  

東部小岱山線 

イノシシ侵入防護柵 

※内水面漁業とは   河川や湖沼などで行う漁業

及び養殖業 
稚魚放流の模様 
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６款　農林水産業費

71 担当課 …
事業費…11,000千円　　　　　　　 予算書 …
（地方債2,300　分担金2,500千円　一般財源6,200千円）　

72 担当課 …
事業費…34,996千円 予算書 …
（県7,500千円　使用料10千円　一般財源27,486千円）

 

農林水産政策課

農林水産政策課
Ｐ118

Ｐ118　～　Ｐ119

漁場環境の保全

水産基盤整備の推進

    水産物の生産性を向上させるために、質の高い生産と安

全・安心な水産物が提供できる漁場の整備を図ります。 

◇事業内容 

    ・アサリ稚貝育成事業補助金  6,000千円 

        目的：アサリ資源の増大を推進し、漁業者の経営安定 

        を図る 

        事業実施主体：本市地先漁場に漁業権を有する漁協 

        対象事業：アサリの資源管理（稚貝の移殖等）、食害 

           生物対策、干潟耕うん、稚貝着底施設（竹 

           柵等）の設置など 

    ・県営水産環境整備事業負担金  5,000千円 

    本市には、新川漁港、大正開漁港、滑石漁港、大浜漁港、

横島漁港の5つの漁港があり、ノリ養殖・アサリ採取に代表

される漁業生産活動を支援するため、漁獲物の荷揚や漁船

の係留のための施設の老朽化等の対策として、機能保全

計画を策定し、施設の長寿命化を図ります。 

◇事業内容 

    ・水産物供給基盤機能保全事業（新川漁港） 

                             15,000千円 

    ・漁港整備事業        18,000千円 

    ・漁港管理事業         1,996千円 

稚貝育成場の整備 
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